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論 文 内 容 の 要 旨
本論文の目的は、計画経済体制が崩壊に至った原因を、ソ連東欧の計画経済体制における企業、
家計、計画局 という経済主体の行動の分析を通 じて、体系的に検討することにある。







の調整の結果を強制する権限をもっ主体が存在 しなければな らない。別の観点か らは、計画取引は、
意志決定権限が垂直的に配分されている階層組織内でおこなわれるということになる。
第1章 ではさらに、計画取引と市場取引との関係として、相互代替可能性、取引の効率の不句知




































第IV章 では、計画経済諸国の対外経済関係を検討 し、複数為替 レー ト制度、計画経済国間の物々
交換貿易を代表とする計画経済国の対外経済関係の特異な制度的環境が、「計画経済体制の擁護 とい
う政治的 ・イデオロギー的要因および市場競争力の欠如 という経済的要因ヵ・らどのように形成 され
ているかを示す。また第 ∬章で検討 した企業の市場競争力欠如が、累積債務問題 として具体化 し、
結局、計画経済の崩壊へ導いたことを示す。
第V章 では計画局の意志決定を簡単なマクロモデルの解説を通 じて叙述 し、不均衡に直面 した計
画局がいかなる政策決定をおこなう余地を持 っているかを検討する。計画作成プロセスは、過去の
実績 と経験的ルールとにもとつ く、利害の主張と妥協のプロセスであり、作成された計画は最適で







全体の分析を通 じて、本論文 は、情報処理能力の制約が存在 している限 り、経済主体の合理的行
動は、計画経済の制度的環境のもとでは、経済的パフォーマンスの停滞あるいは低下を必然的に引
き起 こすことを示 している。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
本論文は、旧ソ連東欧諸国の計画経済体制における計画局(国 家計画委員会等の総称)、 企業、





(第H章)、 計画経済における家計の行動(第 皿章)、計画経済における対外経済関係(第IV章)、 計







る権限をもった第3者(計 画局)の 意志決定(社 会的調整)が あってはじめて遂行されるような取
引である。
本章 はさらに、計画取引と市場取引の相互代替可能性 と相互排他性および取引効率の検討にもと
づき、「計画と市場 との結合」に関する諸議論を考察 し、計画 と市場との結合は、計画取引と市場
取引が相互代替的であるが故に不可能ではないが、特定の場合を除き、その実行は困難であると結
論 している。
第1章 によれば、市場経済企業は、市場競争により、必要最小限以上の投入資源(こ れを 「余裕」












第IV章 は、計画経済国の対外経済関係の特徴として複数為替 レー ト制度と計画経済国間の物々交
換貿易 とを取り出して詳 しく解明し、さらにこの特異な制度的環境が計画経済体制の擁護 という政














本論文は、「不足の経済学」(J.Kornai)を はじめとする従来 の学界の成果を十分に活用 しつつ、
市場経済との対比において、計画経済の機能様式を経済主体(計 画局、企業、家計)の 行動分析に
より、体系的かっ包括的に、また明快に解明することに成功 している。その際、広範な文献渉猟 と
たくみなモデル設計、すぐれた準備にもとつ く関係者への現地 インタビュー調査、従来秘匿 されて
いた東独国民経済統計資料の発見と活用がおこなわれ、本論文の価値を一層高めている。





過程と余裕を確保 した状態、余裕の利用とその限界を明らかにした。その際に案出 ・利用 された図
解も独創的かつ説得的である。
第3に 、計画経済の対外経済関係の内実を明らかにしっっ、外貨建て貿易収支と国内通貨建て貿




どをより実態 に即 して明 らかにした。
本論文 にはなお残された問題、例えば、計画経済企業の余裕確保行動の規定の一層の明確化の必
要(特 に余裕の吐き出 しとで も言 うべき行動の扱い)や 、従来の計画経済において も家計は基本的
には 「市場取引」をおこなっていたことの、「計画と市場の結合」論における位置付けの問題、 な
どがあるが、 しかし、それ らは本論文の博士論文として価値を低めるものではない。、
4
上記のように、本論文があげた成果は高い評価に値するものであり、本論文を経済学博士論文 と
して合格と判定する。
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